
募集時及び採用時の
労働条件の明示方法

所得税の定額減税のポイント

TOPIC1

TOPIC2

【異動の季節】４月は人事異動が多い月。アート引越センターのシンクタンク「0123 引越文化研究所」が「転
勤実態アンケート 2023」で企業の総務や人事担当者に人事異動を実施する月を尋ねたところ、４月が 68.0%
と最も多く、次いで 10 月が 36.3% でした。日本は３月や９月を決算期にしている企業が多く、新しい期に合
わせて人事異動が行われる傾向が見てとれます。また、異動に伴う転勤に本人の希望や意思を反映している
か、という問いに対しては 44.8% が「反映している」と答えました（「かなり反映」と「どちらかといえば反
映」の合計）。政府はダイバーシティ経営を推進する上で転勤制度を課題に挙げていますが、1999 年の同回答
が 22.6% であったことを踏まえると、企業のダイバーシティ化が前進していることがわかります。

桜と青空　TATSU／PIXTA（ピクスタ）
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が対象となります。

就業場所・業務変更の範囲

　今回追加となる「就業場所・業
務の変更の範囲」とは、前述の通
り、雇入れ直後に加えて当該労働
契約の期間中に「通常就業すべき
場所」及び「通常従事する業務」と
して命じる可能性が想定され得る
場合のことを指します。
　したがって、将来的に配置転換
や在籍型出向等が想定されるので
あれば、就業場所の変更の範囲に
含まれます。しかし、あくまで一
時的な就業場所及び業務の変更、
臨時的な他の部門への応援業務、
出張、研修などは変更の範囲に含
まれません。
　また、前述の募集時と同様に、
有期労働契約の場合は、当該契約
期間中に就業の場所及び業務の変
更の範囲に変更がある場合に限ら
れ、更新後に変更を命じる可能性
のあるものについて明示すること
まで求められているものではあり
ません。
　テレワークについては、労働者
がテレワークを行うことが通常想
定されている場合には、テレワー
クを行う場所が就業の場所の「変
更の範囲」に含まれますが、一時
的に行う場合は含まれませんので
明示の必要はありません。変更の
範囲に含まれる場合、労働者の自
宅やサテライトオフィスなど、テ
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募集時及び採用時の労働条件の明示方法
４月から労働条件の明示のルールが変更

求人募集に伴う
労働条件の明示事項の追加

　求人企業・職業紹介事業者等が
労働者の募集を行う場合及び職業
紹介を行う場合等には、募集する
労働者に係る労働条件の明示が必
要ですが、2024年４月１日から
は以下の事項についても明示する
ことが必要となります。

①従事すべき業務の変更の
範囲　

②就業場所の変更の範囲
③有期労働契約を更新する

場合の基準（通算契約期間、
更新回数の上限を含む）

　①、②における「範囲」とは、雇
入れ直後にとどまらず、将来の配
置転換など今後の見込みも含め、
採用後に締結する労働契約の期間
中において予測できる変更の範囲
をいいます。
　したがって、今後はハローワー
ク等への求人の申込みや自社ホー
ムページでの募集、求人広告の掲
載を行う場合は、求人票や募集要
項において、少なくとも上記①～
③の労働条件を明示しなければな
りません。ただし、求人広告のス
ペースが足りない等、やむを得な
い場合には「詳細は面談時にお伝
えします」などと付した上で、労
働条件の一部を別途のタイミング

で明示することも可能です。この
場合、原則として面接などで求職
者と最初に接触する時点までに、
すべての労働条件を明示する必要
があります。
　また、面接等の過程で当初明示
した労働条件が変更となる場合
は、その変更内容を明示する必要
があります。
　なお、募集等の時点で今後の変
更の見込みが具体的に想定されて
いない場合や、有期雇用労働者
の募集で契約更新後の期間中に変
更が生じる可能性がある「就業場
所及び業務の変更」については明
示対象事項には含まれません。ま
た、変更の範囲が見込まれないも
のについての明示は不要です。

労働契約締結時における
労働条件の明示事項の追加

　労働基準法上、使用者は労働契
約締結時に労働条件通知書等によ
り労働条件を明示しなければなり
ません（第15条）。
　これについても2024年４月１
日以降、前述①～③の内容を労働
条件通知書等に明示しなければな
らない事項として追加されまし
た。これらの事項の明示は労働契
約の締結時のほか、有期労働契
約については契約を更新するタ
イミングごとに、すべての労働者

（パート・アルバイト・契約社員、
派遣社員、定年の再雇用者など）

レワークが可能な場所を明示する
ことになります。

有期労働契約における
更新条件の明示事項の追加

　有期雇用契約の労働者には、新
たに契約更新上限（通算契約期間
または更新回数の上限）の有無と
内容を明示しなければなりませ
ん。更新上限の有無とは、例えば

「契約期間は通算５年まで」「更新
５回まで」などです。
　また、最初の契約締結時より後
に更新上限を新たに設ける場合
や、最初の契約締結時に設けてい
た更新上限を短縮する場合（例え
ば、通算契約期間上限５年から３
年に、更新回数上限３回から１回

になど）においては、更新上限を
新たに設ける理由または短縮する
理由を、事前に対象者に説明しな
ければなりません（図表赤字部分
参照）。
　加えて、明示のタイミングは、
入社時・有期労働契約時だけでな
く、契約更新のたびに更新回数の
上限を明示することになるため、
注意が必要です。

無期転換申込機会の
書面への明示

　同一企業との間で有期雇用契約
労働者と雇用期間が５年を超えて
更新された場合、有期雇用契約労
働者からの申込みにより、期間の
定めのない労働契約（無期労働契

2024年４月１日から、求人の際や労働者との労働契約の締結、有期労働者との労働契約更新に
伴う労働条件の明示方法が変わります。そこで今回は、見直しが必要となる求人時の募集記載の
仕方及び労働契約書の追加事項について確認します。

約）に転換されることになります。
　今回の改正によって、この「無
期転換申込権」が発生する更新の
タイミングごとに、無期転換を申
込むことができる旨（無期転換申
込機会）の明示が義務付けられま
した。したがって、仮に無期転換
申込権の発生後、無期転換の申込
みを受けずに有期労働契約を更新
した場合においても、その後の更
新のたびに「無期転換申込機会」の
明示が必要となります（図表赤字
部分参照）。
　さらに無期転換後の労働条件が
有期雇用契約時とどのように変更
になるのか、無期転換後の労働条
件の明示も契約更新の都度、同時
に行わなければなりません。

TOPIC

1

雇入れ直後 変更の範囲

就業の場所 本社 （例１）会社の定める支店又は営業所 
（例２）会社の定める場所( テレワークを行う場所を含む)

従事すべき業務 ＊＊＊の業務 （例１）会社の定める業務 
（例２）すべての業務への配置転換あり

雇入れ直後 変更の範囲
就業の場所 本社 都内営業所

従事すべき業務 ＊＊＊の業務 経理又は総務の業務

●就業場所・業務に限定がなく変更が見込まれる場合

●就業場所・業務の変更の範囲が一定の範囲に限定されることが見込まれる場合

※「会社の定める＊＊」と記載するほか、変更の範囲を一覧表で添付することでも差支えない。

【追加される明示事項の記載例】

●有期労働契約の場合

契約期間 期間の定めなし・期間の定めあり（ 年 月 日～ 年 月 日）
※以下は、「契約期間」について「期間の定めあり」とした場合に記入
１契約の更新の有無
自動的に更新する・更新する場合があり得る・契約の更新はしない・その他（ ）

２ 契約の更新は次により判断する。
・契約期間満了時の業務量 ・勤務成績、態度 ・能力
・会社の経営状況 ・従事している業務の進捗状況
・その他（

３更新上限の有無（無・有（更新
）

回まで／通算契約期間 年まで））※1
【労働契約法に定める同一の企業との間での通算契約期間が５年を超える有期労働契約の締結の場合】
本契約期間中に会社に対して期間の定めのない労働契約（無期労働契約）の締結の申込みをすること

により、本契約期間の末日の翌日（ 年 月 日）から、無期労働契約での雇用に転換すること※2 が
できる。この場合の本契約からの労働条件の変更の有無※3 （ 無 ・ 有（別紙のとおり） ）

※�１　更新上限（通算契約期間又は更新回数の上限）の有無と内容の明示
※２　無期転換申込機会の明示
※�３　「無期転換申込権」が発生する更新のタイミングごとに、無期転換後の労働条件の明示サンプル
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製造業・物流業の４社に１社が計画
事業所の立地計画の動向を調査

がんに罹患した従業員の３割が退職
中小企業でのがん対策の実態とは

男性の仕事と育児の両立を支援
経団連が企業の取組事例集を作成

業務をサポートするIT製品を展示
日本最大級のIT展示会が開催

01 03

0402

　一般財団法人日本立地センターが製造業・物流
業の企業を対象に行った「2023年度新規事業所
立地計画に関する動向調査」によると、国内の事
業拠点に関する立地計画（新設・増設・移転）にお
いて25.0％の企業が「計画がある」と答えました。
製造業（23.2％）は過去30年で最高水準、物流業

（32.6％）は統計を開始した2012年度以降で最も高
く、同調査では「サプライチェーンの再編、経済安
全保障関連、2024年問題への対応がうかがえる」
としています。また、立地計画の候補地は関東圏・
東海・近畿圏の大都市圏を中心に選定されています。

　厚生労働省委託事業の「がん対策推進企業アク
ション」が「中小・小規模企業での『がん対策』（検
診・就労）の実態調査結果」を公表しました。これ
は、2020 ～ 2023年に中小・小規模企業の経営者
約２万6000人に調査したもので、経営者の約70％
が「がん検診を受診している」と答えています。従
業員のがん検診実施状況は「実施」が約40％、「未実
施だが個人での受診を推奨」が約30％、「未実施」が
約30％。また、これまでがんに罹患した従業員が
いた（いる）企業は30％弱で、罹患した従業員の約
30％が退職している、と報告されています。

　一般社団法人日本経済団体連合会（経団連）では、
2023年12月に「仕事と育児との両立支援 事例集－
男性の家事・育児の促進に向けて－」を作成、公表
しました。これは、経団連が仕事と家事・育児の両
立に向けた取り組みを推進するにあたって、男性社
員に対する支援を行う企業10社の取り組みについ
てまとめたもの。業務の脱属人化や育休取得者の体
験談の社内報への掲載など、育児休業を取得しやす
くするための環境づくりをはじめとしたさまざまな
取り組みが紹介されています。事例集は経団連の
ホームページで見ることができます。

　４月24 ～ 26日に東京ビッグサイト（東京都）
で「第33回Japan IT Week 春」が開催されます。
Japan IT Weekは最新のIT・DX製品やサービスが
一堂に集まる日本最大級のIT・DXの展示会。今回
は「営業DX EXPO」や「情報セキュリティ EXPO」、

「クラウド業務改革EXPO」、「AI・業務自動化展」な
ど12の専門展で構成され、約900社が出展します。
2024年度はこの他に、７月17 ～ 19日にポート
メッセなごや（愛知県）、10月23 ～ 25日に幕張メッ
セ（千葉県）、2025年１月15 ～ 17日にインテック
ス大阪（大阪府）でも開催予定です。

税制改正の趣旨

　2023年11月に発表された「デフ
レ完全脱却のための総合経済対
策」では、賃金上昇が物価高騰に
追いついていない国民の負担を緩
和するため、具体的対策の一つと
して「定額減税」が挙げられていま
す。定額減税とは、所得額にかか
わらず、所得税などから一定額を
差し引いて税負担を軽減する制度
です。今回の税制改正はデフレ脱
却のための一時的な措置であり、
まずは2024年（令和６年）分を対象
とした所得税および住民税の減税
を行い、従前非課税世帯である低
所得者については昨年度に続き給
付措置が実施される予定です。

定額減税の具体的内容　

　今回の定額減税の対象となる人
は令和６年分所得税の納税者であ
り、所得税に係る合計所得金額が
1805万円以下の人です。さらに、
国内に住所を有する個人または現
在まで引き続いて１年以上居所を
有する個人である「居住者」で、居
住者以外の個人である「非居住者」
は定額減税の対象にはなりません。
　定額減税額については、納税者
および同一生計配偶者を含めた扶
養親族１人につき所得税３万円と
個人住民税１万円の合計４万円と
なっています。具体的には、夫婦
と子供２人の４人家族の場合、同

一生計配偶者１人と扶養親族２人
と勘案して、総額16万円の定額減
税が行われることになります。

定額減税の実施方法

　企業においては、所得税に関し
て月次減税事務と年調減税事務の
２つの事務が必要となります。所
得税の定額減税は、扶養控除等申
告書を提出している給与所得者に
対して、給与支払者である企業が
給与や賞与（以下、給与等）を支払う
際に、源泉徴収税額から定額減税
額を控除する方法で実施します。
　月次減税事務は、2024年６月１
日以後最初に支払う給与等におけ
る源泉徴収税額に対し、その時点
の定額減税額を控除することから
始まります。原則、６月の源泉徴
収税額が、定額減税額である３万
円以上の場合は６月に控除されま
すが、源泉徴収税額が３万円に満
たない場合、控除しきれない部分
の金額については、令和６年分の
範囲内において、７月以降順次控
除していくこととなります。
　年調減税事務では、年末調整の
際に、年末調整時点での定額減税
額に基づいて年間の所得税額との
精算が必要となります。詳細は９
月頃より随時公表される予定です。

月次減税事務の対応

　まず自社の従業員の中から、月
次減税額の控除対象となる人を確

認しましょう。６月１日現在で扶
養控除等申告書を提出している給
与所得者のうち、居住者である人

（以下、基準日在籍者）を選び出しま
す。この時点では合計所得金額を
勘案しないため、合計所得金額が
1805万円超と見込まれる場合も月
次減税事務を行う必要があります。
　続いて、基準日在籍者に対し、
同一生計配偶者および扶養親族の
数と居住者であるか否かを確認し
ましょう。月次減税額の計算につ
いては、「納税者本人３万円」＋「同
一生計配偶者を含めた扶養親族１
人につき３万円」を合計して算出
してください。
　基準日在籍者個別の月次減税額
と各月の控除税額を管理するにあ
たっては、便宜上、氏名や控除実
績を記載する一覧表を作成するこ
とが推奨されています。国税庁の
ホームページに「各人別控除事績
簿」が公開されていますので参考
にしてください。
　控除後の事務については、従
業員へ交付する給与支払明細書
に、月次減税額のうち実際に控除
した金額を表示する必要がありま
す。また所得税に関する納付書に
は、控除前税額から月次減税額の
控除後の金額である源泉徴収税額
の合計を記載した上で申告し、納
付すべき源泉徴収税額がある場合
には、法定納期限までに納付しま
しょう。 
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所得税の定額減税のポイント
６月以降の給与計算処理に対する影響大

「令和６年度税制改正の大綱」に基づき、６月１日以降の2024年（令和６年）分の所得税につい
て定額による所得税の特別控除（定額減税）が実施されます。そこで、国税庁「給与等の源泉徴
収事務に係る令和６年分所得税の定額減税のしかた」より、定額減税のポイントを確認します。

TOPIC

2

四季を彩る言葉

雨後の筍
　タケノコは春の風物詩。このことわざは、雨が降ったあとにタケノコが次々
に出てくることから「物事が相次いで現れる」ことのたとえとして使われま
す。また、タケノコは成長が早く、すぐに親竹より高くなることから「子が
親よりすぐれていること」を「竹の子の親勝り」と言います。

桜は花に顕
あらわ

る
　普段は雑木に紛れて目立たない桜の木が、花を咲かせるとひときわ美しく、
森の中で存在感を放つことを表した言葉です。転じて「才能がある人は機会
を得るとそれを発揮する」ことを表現する時に用いられます。また、「長い
こと逆境にあった身に意外の幸運が訪れること」のたとえとして「埋もれ木
に花が咲く」ということわざもあります。

今の季節にまつわることわざや故事成語を挙げ、その意味や由来を紹介します。

サンプル
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当社は毎年４月１日（付与基準日）に年次有給休暇を与えています。昨年の４月中旬から休職し
ていた社員が今年の３月下旬に復職しましたが、今年度はまだ年次有給休暇を取得していませ
ん。この場合、同年度内に５日間を取得させなければならないのでしょうか。　（T社・総務部）

労務トラブル回避　Q & A

休職明けの年次有給休暇の取得義務について

付与基準日から１年の間に休職期間が終了して職場復帰した労働者は５日間の年次有
給休暇を取得する義務がある。ただし、復帰から次の付与基準日までの労働日が少なく、
５日間の取得が不可能な場合は可能な日数を取得させることで差支えない。

今月の
相談

今月の
ポイント

　東京商工リサーチが２月に実施
した「価格転嫁に関するアンケー
ト」調査で、今年１月の本業に係る
コストが前年１月より上昇した企
業が73.6％に上ることがわかりま
した。これを産業別に見ると、農・
林・漁・鉱業が80.9％と最も高く、
次いで建設業が79.9%、製造業が
76.0%と続いています。

原材料等の高騰が最多

　コストが前年より上昇した企業
における増加コストの内容は図表
の通りで、９割以上の企業が「原材
料や燃料費、電気代の高騰」が要因
にあると答えています。
　産業別で見ても10産業中９産業
で最多となっており、そのうち農・
林・漁・鉱業（100.0％）、金融・保
険業（100.0％）、運輸業（96.9％）、
製造業（96.1％）、建設業（95.9％）、
卸売業（92.3％）が９割を超えてい
ます。一方、「労務費（人件費）の

増加」が最も多いのは情報通信業
（76.5％）で、DX人材のニーズが高
まるなかで外注費の上昇も反映し
ていると推察されています。
　次に、原材料や燃料費、電気代
の高騰分を価格転嫁できているか
について尋ねたところ、37.9％の
企業ができていないと回答しまし
た。転嫁率50％未満の企業も35.5％
に上り、７割以上が半額以下の転
嫁率に留まっていることがわかり
ます。転嫁できていない理由（複数
回答）は、「受注減など取引への影
響が懸念されるため」（60.0％）が最
も多く、以下、「主要取引先からの
理解が得られないため」（46.7％）、

「同業他社が転嫁していないため」
（41.5％）と続きます。なかでも中小
企業は「同業他社が転嫁していない
ため」が42.5％と、大企業の30.2％
より12.3ポイント高く、価格が競
争力に直結することから値上げを
ためらう傾向があるようです。

労務費の価格転嫁にも苦戦

　一方、労務費（人件費）の増加分
の価格転嫁については「転嫁できて
いない」企業が48.5％と半数近くを
占めました。転嫁率50％未満とな
ると８割を超えます。理由（複数回
答）は「受注減など取引への影響が
懸念されるため」（49.7％）、「主要取
引先からの理解が得られないため」

（46.5％）の順で、労務費の価格転嫁
は原材料等以上に難しい現状のよ
うです。
　昨今のインフレへの対応や人手
不足解消のためにも企業の持続的
な賃上げは不可欠。その実現に必
要なのが適切な価格転嫁です。政
府も「中小企業・小規模事業者の価
格交渉ハンドブック」（中小企業庁）
や「労務費の適切な転嫁のための価
格交渉に関する指針」（公正取引委
員会）などを作成し、企業の価格転
嫁を支援しています。

労働基準法上、年次有給休暇は労働者の
雇用形態別にその勤続年数に応じて必要
な付与日数が定められています。また、

新たに年10日以上の年次有給休暇が付与される労働
者に対しては、付与日から１年以内に５日間（繰越分
を含む）について必ず取得させなければなりません。
　本来、年次有給休暇は、労働者が請求する時季に
与えることを原則としていますが、５日の強制取得
義務があるため、当該５日分については、会社が年
次有給休暇管理簿を作成して、労働者の年次有給休
暇の取得状況を確認し、取得していない労働者につ
いては会社が取得時季を指定する必要があります。
この取得義務に反した場合には、罰則として違反者
１人につき30万円以下の罰金が適用される場合も
ありますので注意しなければなりません。
　年次有給休暇と休職の関係について見ると、年次
有給休暇とは労働義務のある日の労働を免除する制
度です。他方、休職とは雇用関係は維持しつつ、配
属されていた所属を離れ、労働義務を免除された状
態をいいます。休職制度は必ず設けなければならな
い法的義務はないものの、ほとんどの会社がこの休
職制度を設けています。
　このように年次有給休暇も休職もともに、本来の
労働日について労働を免除されるものであり、その
関係性において行政解釈では「休職発令により従来
配属されていた所属を離れ、以後は単に会社に籍が
あるにとどまり、会社に対して全く労働の義務を免
除されることとなる場合において、休職発令された
者が年次有給休暇を請求したときは、労働義務がな
い日について年次有給休暇を請求する余地のないこ
とから、これらの休職者は、年次有給休暇請求権の
行使ができないと解する」（昭31. ２.13 基収第489
号）としています。

　したがって、例えば、付与基準日である４月１日
からの１年の間、またそれ以前から休職しており、 
期間中に一度も復職しなかった場合などは、使用者
にとって５日取得させる義務の履行ができないこと
になりますので、これをもって労働基準法違反を問
われることはありません。
　しかし、付与基準日から１年間の途中に休職期間

が終了し、職場
復帰した労働者
については、当
該労働者の意見
を聴取して５日
間の年次有給休

暇を取得させなければなりません。この点について
は、育児休業や介護休業から復帰した労働者につい
ても同様です。付与基準日から１年間の期間の途中
に育児休業や介護休業を終了し職場復帰した労働者
についても、５日間の年次有給休暇を取得させなけ
ればなりません。ただし、復帰後の新たな付与基準
日までの残りの期間における所定労働日数が、使用
者が時季を指定すべき年次有給休暇の残日数より少
なく、５日間全日数の年次有給休暇を取得させるこ
とが実質的に不可能な場合には、可能な日数を取得
させることで差支えありません。
　また、よくトラブルとなる例として、新たな年次
有給休暇の付与基準日直前に休職となり、付与要件
である出勤率８割を満たしていることで、新たに発
生した年次有給休暇の取得請求をし、無給の休職期
間を年次有給休暇に切り替えようとする労働者がい
ます。しかし、前述の通達のとおり休職期間が開始
した後は、新たな付与基準日が到来し、新たな年次
有給休暇が発生したとしても、使用者はその請求を
拒否することができます。

2024.  4 APR

コスト上昇に対する価格転嫁の現状とは
７割の企業が本業に係るコストが昨年より上昇

今年の春闘では昨年（賃上げ率3.60％）を上回る賃上げを目指していますが、物価高や円安、エ
ネルギー価格の高止まりが続くなかで賃上げを実施するためには「価格転嫁」が不可欠です。そこ
で、東京商工リサーチの調査をもとに企業における価格転嫁の現状を探ります。

COLUMN
こん

なときどうする

Q

A

増加したコストの内容 （複数回答）

※資本金１億円以上を大企業、１億円未満（個人企業等を含む）を中小企業と定義した。
※産業別は、農・林・漁・鉱業、建設業、製造業、卸売業、小売業、金融・保険業、不動産業、運輸業、情報通信業、サービス業他の 10産業に分類。

出典：「価格転嫁に関するアンケート」調査（東京商工リサーチ）

3.07%（60社）

28.35%（554社）

71.08%（1389社）

91.40%（1786社）

2.68%（4社）

27.51%（41社）

70.46%（105社）

89.93%（134社）

3.04%（64社）

28.29%（595社）

71.04%（1494社）
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その他

円安の影響

労務費（人件費）の増加

原材料や燃料費、電気代の高騰
91.29%（1920社）

全企業（2103社）

大企業（149社）

中小企業（1954社）
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ビジネスマナーに自信はありますか？
　働き方に対する価値観が多様化する今、ビジ
ネスパーソンはビジネスマナーについてどう捉
えているのでしょうか。キャリアや就職・転職
について調査する「Job総研」が実施した「2024
年 ビジネスマナー実態調査」によると、ビジネ
スマナーが「必要だと思う派」は88.7%に上りま
した。ビジネスマナーだと思う項目（複数回答）
については「出／退社時の挨拶」が78.9%で最
多。次いで「社外への敬語」が75.9%、「社内へ
の敬語」が66.2%と続いており、言葉遣いを重
視している傾向にあるようです。
　一方で、ビジネスマナーへの自信の有無につ
いては49.1%の人が「自信がない派」でした。こ
の割合は下の年代ほど高く、職務経験の差が
理由の一つとも考えられます。しかし、「部下
のビジネスマナーは気になるか」という問いに

対 し て57.8%の
人が「気になる
派」だったにも
かかわらず、上
司からビジネス
マナーの指摘を
受けた経験については82.6%の人が「ない」と回
答。リモートワークの増加や、指摘がパワハラ
につながるリスクを回避する昨今の風潮などが
数字に表れているのかもしれません。
　調査では、部下は自身のビジネスマナーにつ
いて上司にフィードバックをもらいに行く、ま
たは個人でアップデートを重ねていく必要性が
あるとしています。なお、敬語の使い方につい
ては、文化庁のホームページにある「敬語おも
しろ相談室」なども参考になります。

はたらく百景
H a t a r a k u - H y a k k e i

４月18日は「発明の日」です。これは産業
財産権制度の普及・啓発を図ることを目的に
制定された記念日で、企業にも産業財産権制
度の積極的な活用が推進されています。

※「今月の一言」の記載内容は今後の掲載を約
束するものではありません。

今月の一言

サンプル




